
「ケアが根づく社会システム」提案公募 よくあるご質問

No. ご質問 回答
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研究開発要素②「可視化されたケアの価値に基
づく社会システムの実践」について、実社会に
おける実践先（フィールド）は必ず日本国内で
なければならないのか。国外のみを実践先とし
た提案はできないのか。

フィールドを日本国内とすることは必須ではありません。ただし、公募要領別紙2.1「研究開発領域の背景・目標」に記載の通り、日
本における社会課題に端を発する領域設定の背景に鑑みても、可能な限り研究開発プロジェクト期間内（2030年3月まで）に日本国内
のフィールドで実践を行うことを検討していただきますようお願いします。しかしながら、規制等やむを得ない事情により、研究開
発プロジェクト期間内の日本国内での実践が不可能であり、日本国外での実践だけを行わざるを得ない場合には、その理由詳細を提
案書（様式4-1：目標・実施計画）に必ず明記いただきますようお願いいたします。
（補足）海外をフィールドとした実践を行うにあたり、国外の機関とJSTとの間で研究契約を締結する場合には、公募要領
（共通）3.10「海外の機関に所属する方が主たる実施者として参画する場合」をご参照いただき、こちらに記載の諸条件への合意が条
件となる旨、あらかじめご了承ください。国外機関の状況によっては、研究契約の締結に時間を要したため研究開発の開始が遅延、
あるいは契約締結の合意に至れず研究開発が中止となる可能性がございます。

2

公募要領別紙2.5「採択後の研究開発推進にあ
たっての留意点」において、「コミュニケー
ションをとることが提案にあたって必須」とさ
れている「実社会のステークホルダー（ケアの
当事者や、政策立案者・実践者・運営団体・実
践活動に関心を有する一般市民等）」は、必ず
研究グループに含めなければならないか。「実
社会のステークホルダー」は、研究グループに
参画するのではなく、外部協力者として参画す
る体制とした提案は可能か。

「実社会のステークホルダー」のプロジェクトへの参画にあたって特段の制約は設けておらず、研究グループへの参画、外部協力者
としての参画のいずれでも差し支えございません。

ただし、本研究開発領域で求める研究開発プロジェクトは、分野や立場の異なる方々が協業して取り組む体制で実施することを必須
要件としております。特に、これまで顧みられることが少なかったケアの当事者（特にケアの受け手）やケアに関わるその他のス
テークホルダー（政策立案者・実践者・運営団体・実践活動に関心を有する一般市民等）が研究開発に携わるプロセス（参加型デザ
イン）を必須としていることをご理解のうえご提案ください。また、公募要領別紙2.10「選考にあたっての評価項目」に記載の通り、
選考にあたっての主な視点に「人文・社会科学や自然科学の研究者ならびに施策現場等社会の多様な関与者による十分な連携体制が
構築されていること」「研究当初から多様な関与者からフィードバックを受ける計画になっていること」が含まれていることも踏ま
えて、最適と考える体制を提案書に明記してください。
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採択後、例えば研究開発要素①「ケアとその価
値の可視化」における仮説の見直しが必要に
なった場合等、研究開発の過程で計画を変更す
る必要が生じた場合には、実施体制や、チーム
間の予算配分の変更等は可能か。また、その変
更は随時可能であるのか。

実際に研究開発を開始されて、研究の進捗に応じて研究開発計画を変更することは、当然ありうるものと考えております。また、公
募要領別紙にも記載の通り、本研究開発領域では、採択された他のプロジェクトや領域総括・領域アドバイザーとの議論を通じて、
研究開発計画をより良い方向に見直していただくための場（領域全体会議）等も想定しております。従いまして、研究開発開始後
も、領域総括の承認を得たうえで、実施体制の変更、チーム間の予算配分の変更をはじめとした研究開発計画の変更は随時可能で
す。なお、委託研究契約の年次更新にあたり、採択プロジェクトに共通して、次年度の年次計画書の作成と全体計画書の更新要否の
確認を毎年度末にお願いしております。

【補足】変更内容によっては、当初契約に対する変更契約をJSTと締結する必要があります。詳細は、以下の委託業務事務処理説明書
（12ページ)をご参照ください。
（大学用）委託業務事務処理説明書 https://www.jst.go.jp/contract/download/2025/2025a301manua.pdf
（企業用）委託業務事務処理説明書 https://www.jst.go.jp/contract/download/2025/2025c301manua.pdf
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企業に所属しており、研究代表者として提案を
検討している。プロジェクトの継続が自社の事
情により困難となった場合には、プロジェクト
の中止あるいは続行はどのように判断される
か。

委託研究契約書（※）第11条1項1号に定める「研究運営上の重大な問題その他の事由の発生」に該当するものと当機構が判断した場
合には、研究の停止・中止を指示することがあります。
（※）https://www.jst.go.jp/contract/download/2025/2025kisokens201keiya.pdf

同契約書第11条1項に示す通り、まずはそのご事情詳細を領域総括及びJST担当にご報告いただきます。そのうえで、本プロジェクト
の続行可能性（他の委託先機関等による代替可能性を含む）について領域総括と協議し、JSTにて研究開発プロジェクトの中止あるい
は続行を決定させていただきます。
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提案書様式1ページおよび募集説明会資料29-30
ページに示す図において、グループリーダーの
所属と委託研究契約を締結しない場合（グルー
プリーダー3）が見受けられるが、具体的には
どのような場合が該当するか。また、このよう
な場合において、グループリーダーに必要な経
費は委託研究費からどのようにして支払うべき
か。

グループリーダーの所属機関として委託研究契約の締結が困難もしくは不要とする事情がある場合が該当します。その際は、当該グ
ループリーダーに必要な経費（旅費・人件費・謝金等）は同一グループの他の委託先機関が支出する対応が考えられます。なお、支
出元となる委託先機関は、当該グループリーダーに対して、委託研究契約等で規定される事項（知的財産権の帰属、各種報告・申請
義務、守秘義務等）が遵守されるよう同意書を得るなど適切に対応してください。

詳細は、以下の委託業務事務処理説明書（9ページ)をご参照ください。
（大学用）委託業務事務処理説明書 https://www.jst.go.jp/contract/download/2025/2025a301manua.pdf
（企業用）委託業務事務処理説明書 https://www.jst.go.jp/contract/download/2025/2025c301manua.pdf
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「研究代表者と同一の機関に所属する研究者
が、研究代表者グループとは異なるグループに
参画する」場合、当該研究者に必要な経費（旅
費・人件費・謝金等）の支出はどのようにすれ
ばよいか。

例えば、①②③の場合が考えられます。研究遂行にあたって最適な体制をご検討のうえ、JSTとの委託研究契約の締結先をご検討くだ
さい（委託研究契約の締結数に制限はありません）。

①「研究代表者グループの参加者」として、研究代表者の所属機関に配分された研究費から、必要な経費を支出する。
【①の留意点】委託研究契約や研究計画書上は、当該研究者は研究代表者グループの参加者としていただきます。そのうえで、研究
代表者グループの研究開発の一環として経費を支出することになります。従って、「当該研究者の実質の参画先である別グループの
研究開発内容と、研究代表者グループの研究開発内容とは密接に関連しており、当該研究者の従事業務は研究代表者グループの研究
開発の一環である」と説明できることが必要です。

②「参画している研究グループの参加者」として、参加先のグループにおいて委託研究契約を締結する機関（研究者の所属機関以
外）に配分された研究費から、必要な経費を支出する。
【②の留意点】支出元となる委託先機関において、所属機関が異なる当該研究員の管理責任が生じることになります。それゆえ、支
出元となる委託先機関は、当該研究員に対して、委託研究契約等で規定される事項（知的財産権の帰属、各種報告・申請義務、守秘
義務等）が遵守されるよう同意書を得るなど適切に対応してください。

③「参画している研究グループの主たる実施者」として、独立した委託研究契約を所属機関と締結し、所属機関に配分された研究費
から、必要な経費を支出する。
【③の留意点】①において、「当該研究者の実施内容が、研究代表者グループの研究開発の一環である」との説明が困難である場合
には、研究代表者の委託研究契約と独立させる対応も考えられます。
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提案書様式1ページ及び、募集説明会資料29-30
ページに示す図において、「研究実施者」と
は、研究グループに参画する「主たる実施者」
以外の者であると認識している。他方、様式5-
2、様式5-3には「主たる研究参加者」とある
が、これは、当該図における「研究実施者」と
同一のものと理解してよいか。

当該図における「研究実施者」とは「主たる研究参加者」と同一のものととらえていただきますよう、お願いいたします。

8
採択候補となった場合、研究開発開始までの流
れはどのようになっているか。

採択候補者と領域総括との面談（8/29）後、研究代表者は主たる実施者と協議のうえ、JSTとの委託研究契約の締結先（研究代表者、
主たる実施者の所属機関）の研究費の配分計画をはじめとする研究計画を策定します。研究計画について領域総括から承認が得られ
た後、JSTは、研究代表者の所属機関や、主たる実施者の所属機関と委託研究契約を個々に締結し、委託研究費をお支払いします。

9
本研究開発領域は次年度も公募を予定している
か。

政府予算の成立状況にもよりますが、次年度も公募を予定しております。


